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地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針

地域における医療及び介護の総合的な確保の意義・基本的方向
○意 義: 「団塊の世代」が全て75歳以上となる2025年に向け、利⽤者の視点に⽴って切れ⽬のない医療及び介護の提供体制を構築

⾃⽴と尊厳を⽀えるケアを実現
○基本的⽅向: ①効率的で質の⾼い医療提供体制の構築と地域包括ケアシステムの構築 ／ ②地域の創意⼯夫を⽣かせる仕組み

③質の⾼い医療・介護⼈材の確保と多職種連携の推進 ／ ④限りある資源の効率的かつ効果的な活⽤
⑤情報通信技術（ICT）の活⽤

医療法で定める基本方針 介護保険法で定める基本指針

都道府県計画 医療計画 介護保険事業支援計画

市町村計画 介護保険事業計画

総合確保方針

整合性の確保

整合性の確保

国

都
道
府
県

医療法の基本方針と介護保険法の基本指針の基本事項 ／ 医療と介護に関する各計画の整合性の確保

整
合
性
の
確
保

地域医療構想

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第６４号）第３条に基づき、平成26年９月12日、地域における医療
及び介護を総合的に確保するための基本的な方針（総合確保方針）を策定。
平成28年12月26日、平成30年度からの医療計画と介護保険事業（支援）計画の同時開始を見据え、一部改正を行った。

一部改正（H28.12.26）の主なポイント

○ 医療計画と介護保険事業（⽀援）計画の整合性
・ 計画の作成体制について、関係者の協議の場を設けることを明記
・ 病床の機能分化･連携の推進に伴う在宅医療等の新たなサービス必要量について、両計画の整合性を確保し、医療･介護の提供体制を整備することを明記
○ 都道府県の市町村⽀援
・ 市町村が⾏う在宅医療・介護連携推進事業のうち、単独では実施困難な取組への広域的な⽀援の確保を明記
○ 上記のほか、
・ 医療・介護の両分野に精通した⼈材の確保
・ 住宅政策との連携 等を明記

市
町
村
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平成24年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を
割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。

人口（万人）

生産年齢
人口割合
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生産年齢人口（15～64歳）割合

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

15～64歳人口

14歳以下人口

65歳以上人口

62.1%
※１

25.1%
※１

1.43
(2013)

12,730万人※１

11,662

3,685

6,773

1,204

8,674

3,464

4,418

791

（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 厚
生労働省「人口動態統計」
※１ 出典：平成25年度 総務省「人口推計」 （2010年国勢調査においては、人口12,806万人、生産年齢人口割合63.8％、高齢化率23.0％）

2013

日本の人口の推移
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）

1990年(実績) 2025年 2060年

○日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．６人で支えている社会構造になっており、
少子高齢化が一層進行する2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定

2010年(実績)

65歳～人口

20～64歳人口

１人
５．１人

１人
１．８人

１人
１．２人

１人
２．６人

人口ピラミッドの変化（1990～2060年）

団塊ジュニア世代
（1971～74年
生まれ）

75歳～
597( 5%)

65～74歳
892( 7%)

20～64歳
7,590(61%)

～19歳
3,249(26%)

総人口
1億2,361万人

75歳～
1,407(11%)

65～74歳
1,517(12%)

20～64歳
7,497(59%)

～19歳
2,287(18%)

総人口
1億2,806万人

75歳～
2,179(18%)

65～74歳
1,479(12%)

20～64歳
6,559(54%)

～19歳
1,849(15%)

総人口
1億2,066万人

75歳～
2,336(27%)

65～74歳
1,128(13%)

20～64歳
4,105(47%)

～19歳
1,104(13%)

総人口
8,674万人

歳 歳 歳 歳

万人 万人 万人 万人

団塊世代
（1947～49年
生まれ）
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2025年までの65歳以上人口の増加数

2010年65歳以上人口

2025年までの各県の65歳以上人口増加数が、全国の65
歳以上人口増加数に占める割合

都道府県別⾼齢者⼈⼝（65歳以上）の増加数
（2010年 → 2025年）

東京都、⼤阪府、神奈川県、埼⽟県、愛知
県、千葉県、北海道、兵庫県、福岡県で、
2025年までの全国の65歳以上⼈⼝増加数の
約６０％を占める

○ 高齢化の進展には地域差
○ 首都圏をはじめとする都市部を中心に、高齢者数が増加
（既に人口減少が始まっている都道府県も）

出典：国勢調査（平成22年）
国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「都道府県の将来推計⼈⼝（平成24年1⽉）

（⼈） （割合）

高齢者数増加の地域差について
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６

人口・入院患者数の変化【西部】
○ 2035年までの人口の変化率は、総人口で０．６８、６５歳以上で０．８２、７５歳以上で０．９４。
○ 2035年までの入院患者数の変化率は、総人口で０．８６、６５歳以上で０．９２、７５歳以上で０．９７。



７

○ 呼吸器系は概ね横ばいであるが、その他の疾患は減少傾向にある。
○ 2015年から2035年の伸び率をみると、循環器、呼吸器の伸び率が低い。

平成26年患者調査を基にした疾患分野別の入院需要推計

2015→2035 新生物 循環器 呼吸器 消化器 筋骨格 妊娠 損傷

県 0.96 1.19 1.24 1.06 1.08 0.72 1.15

西部 0.79 0.91 0.94 0.85 0.86 0.63 0.90



なぜ、地域医療構想が必要か？

【現状の病床利用では解消しきれない問題に対して】

① 入院患者の増加
・ 急激な増床等は非現実的
⇒ 地域ごとの病床機能の効率化・最適化で対応

② 高齢化に伴う疾病構造・受療行動の変化
・ 急性期医療から回復期医療への需要のシフト
・ 「入院⇒外来」から「入院⇔施設・自宅」へ
⇒ 地域ごとに必要な医療機能への分化を促し、施設間の連携
の強化で対応

【地域医療構想の目的】
○ 地域の高齢化等の実情に応じた、病床の機能分化・連携を進め
ることにより、効率的な医療提供体制を構築する

8



地域医療構想の実現プロセスについて

１． まず、医療機関が「地域医療構想調整会議」で協議を行い、機能分化・連携を進める。
都道府県は、地域医療介護総合確保基金を活用。

２． 地域医療構想調整会議での協議を踏まえた自主的な取組だけでは、機能分化・連携が進まない場

合には、医療法に定められた都道府県知事の役割を適切に発揮。

STEP1   地域における役割分担の明確化と将来の
⽅向性の共有を「地域医療構想調整会議」で協議

個々の病院の再編に向け、各都道府県での「調整会
議」での協議を促進。

① 救急医療や小児、周産期医療等の政策医療を担
う中心的な医療機関の役割の明確化を図る

② その他の医療機関について、中心的な医療機関
が担わない機能や、中心的な医療機関との連携等
を踏まえた役割の明確化を図る

STEP２「地域医療介護総合確保基⾦」により⽀援
都道府県は、「地域医療介護総合確保基金」を活用し
て、医療機関の機能分化・連携を支援。
・ 病床機能の転換等に伴う施設整備・設備整備の補
助等を実施。

STEP３ 都道府県知事による適切な役割の発揮
都道府県知事は、医療法上の役割を適切に発揮し、
機能分化・連携を推進。

【医療法に定められている都道府県の権限】
① 地域で既に過剰になっている医療機能に転換し
ようとする医療機関に対して、転換の中止の要請・
勧告（民間医療機関）及び命令（公的医療機関）

② 医療機関に対して、不足している医療機能を担う
よう、要請・勧告（民間医療機関）及び指示（公的医
療機関）

③ 新規開設の医療機関に対して、地域医療構想の
達成に資する条件を付けて許可

④ 稼働していない病床の削減を要請・勧告（民間医
療機関）及び命令（公的医療機関）

※ ①～④の実施には、都道府県の医療審議会の意見を聴く等
の手続きを経る必要がある。

※ 勧告、命令、指示に従わない医療機関には、医療機関名の
公表や地域医療支援病院の承認の取消し等を行うことができる。

将
来
の
⽅
向
性
を
踏
ま
え
た
、
⾃
主
的
な
取
組
だ
け

で
は
、
機
能
分
化
・
連
携
が
進
ま
な
い
場
合
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○ 命令・指示・勧告に従わなかった旨を公表

○ 命令・指示・勧告に従わない地域医療支援病院･特定機能病院※は承認を取消し

都道府県知事の権限の⾏使の流れ

• 病床機能報告において基準日と基準日後の
病床機能が異なる場合であって

• 基準日後病床機能に応じた病床数が、病床
の必要量（必要病床数）に既に達している

地域医療構想の達成を推進するた
めに必要な事項について、協議の
場での協議が調わないとき等

都道府県医療審議会の意見を聴いて、

不足する医療機能に係る医療を提
供することを指示（公的医療機関
等）又は要請（民間医療機関）

【過剰な医療機能への転換の中止等】 【不足する医療機能への転換等の促進】

病院の開設等の許可申
請があった場合

都道府県医療審議会の意見を聴いて、
当該措置を講ずべきことを勧告

要請を受けた者が、正当な理由がなく、
当該要請に係る措置を講じていない

①都道府県知事への理由書提出
②調整会議での協議への参加
③都道府県医療審議会での理由等説明

理由等がやむを得ないものと認められない場合、
都道府県医療審議会の意見を聴いて、

病床機能を変更しないことを命令（公的医
療機関等）又は要請（民間医療機関）

応答の
努力義務

病床を稼働していな
いとき

不足する医療機能に係る
医療を提供する旨の条件
を開設等許可に付与

正当な理由がなく、当該勧告に
係る措置を講じていない

都道府県医療審議会の意見を聴い

て、期限を定めて、当該勧告に
係る措置をとるべきことを命令

正当な理由がなく、
条件に従わない

都道府県医療審議会の意見

を聴いて、期限を定めて条
件に従うべきことを勧告

都道府県審議会の意見

を聴いて、当該病床の
削減を命令（公的医療
機関等）又は要請（民
間医療機関）

【非稼働病床の削減】

要請の場合
（民間医療機関）命令の場合

（公的医療機関等）
指示の場合

（公的医療機関等）

医療法第30条の15 医療法第30条の16 医療法第７条第５項

医療法第27条の２

※特定機能病院の承認取消しは
厚生労働大臣が行う

医療法第30条の17

要請の場合
（民間医療機関）

要請を受けた者が、
正当な理由がなく、
当該要請に係る措置
を講じていない

都道府県医療審議

会の意見を聴いて、
当該措置を講ず
べきことを勧告

命令・指示・勧告に従わない

医療法第30条の18

医療法第30条の12

医療法第７条の２第３項

命
令
の
場
合
（公
的
医
療
機
関
等
）

医療法第29条第３項
及び第４項 10



＜過剰な病床機能に転換しようとする計画があった場合＞
○ 病床機能報告において、６年後の医療機能を、地域で過剰な病床機能に転換する旨の報告をした医療機関に対して
は、⼀定の過程（※）を経て、病床機能を変更しないことを命令（公的医療機関等）⼜は要請（⺠間医療機関）する
ことができる。（医療法第30条の15）

事案に応じた議論の進め⽅について①

【過剰な病床機能への転換とみなさない例】
（基準⽇） （基準⽇後）
急性期 → 急性期
慢性期 → 慢性期

【過剰な病床機能に転換する例】
（基準⽇） （基準⽇後）
⾼度急性期 → 急性期
回復期 → 急性期
慢性期 → 急性期

⾜下の病床機能報告と
将来の病床の必要量

（※①都道府県知事への理由書提出、②調整会議での協議への参加、③都道府県医療審議会での理由等説明）

そもそも現時点（基準⽇）の病床機能が
過剰な医療機能である場合は、「転換」で
はないため、命令、要請の対象とならな
い。

○ ⼀⽅、前年度から当年度にかけて「基準⽇病床機能」を「過剰な病床機能」に変更して報告した場合は、過剰な病
床機能への「転換」には当たらないこととなる。

○ こうした事例について、命令・要請の対象とはならないものの、当該医療機関に対しては、基準⽇病床機能を変更
した理由について必要な情報の提供を求めるとともに、調整会議へ参加し、説明するよう求めていくことが必要。

基準⽇病床機能と基準⽇後病床機能が同じことから、医療法第30
条の15等の適⽤外となるため、当該医療機関に対し、以下の対応が
必要。
・ 必要な情報の提供の求め
・ 調整会議への参加や理由説明の求め

（基準⽇） （基準⽇後）
【Ｘ年度】 回復期 → 回復期

【Ｘ＋１年度】 急性期 → 急性期

○ なお、上記の事例については、必ずしも病床機能報告の結果を待つことなく、当該計画が判明した時点から速やか
に対応していくことが必要。 11



＜稼働していない病床（※）があった場合＞ ※原則、病棟単位で全て稼働していない場合を想定

○ 病床過剰地域において、病床を稼働していない場合は、当該病床の削減を命令（公的医療機関）⼜は要請（⺠間医
療機関）することができる。（医療法第７条の２第３項及び第30条の12）

○ 病床機能報告により、原則、病棟単位で稼働していない病床が明らかとなった場合には、当該医療機関に対し調整
会議への出席を求めた上で、以下の点について確認を⾏い、削減の命令・要請について検討する。
・ 稼働していない理由（※）
・ 今後の運⽤⾒通しに関する計画（例えば、今後稼働する場合は、その時期や担う医療機能など）

※ 稼働していない理由については、平成29年度病床機能報告から、報告項⽬として追加し、予め確認できるようにする予定。

事案に応じた議論の進め⽅について②

12



＜新たな医療機関の開設や増床の許可申請があった場合＞
○ 病院の開設等の許可申請があった場合には、不⾜する医療機能に係る医療を提供する旨の条件を付与することがで
きる。（医療法第７条第５項）

○ 開設等の計画が判明した場合には、当該医療機関に対して、開設等の許可を待たずに、調整会議への出席を求める
こととし、以下の点について確認を⾏う。
・ 新たな医療機関や増床する病床において担う医療機能の⽅向性
・ 当該医療機能を担う上での、雇⽤計画や設備整備計画の妥当性

○ その上で、次の場合等に、開設許可にあたっての条件付与について検討する。
・ 新たに整備される病床が担う予定の医療機能が、不⾜する医療機能以外の医療機能となっている。
・ 不⾜する医療機能について、既存の医療機関の将来の機能転換の意向を考慮してもなお、充⾜する⾒通しが⽴
たない。

＜地域において担う役割が⼤幅に変わることが⾒込まれる場合＞
○ 医師等の⼤幅な増減に伴う診療体制の変更や、特定の診療科の休⽌・廃⽌、開設者の変更、医療機関の統廃合等に
より、地域においてその医療機関が担う役割が変わることが想定される場合等においても、当該医療機関に対し
て、今後提供を予定する医療機能やその診療体制等について、必要な情報の提供を求めるとともに、調整会議へ参
加し、説明するよう求めていくことが必要。

【臨時の
調整会議】

計画の詳細確認

医療法第7条第5項に基づき
条件を付して開設・増床を許可

新規開設の計画
（例：2病棟、機能不明）

⾜下の病床機能報告と将来の病床の必要
量

事案に応じた議論の進め⽅について③

13



② 地域医療構想の実現、医療計画・介護保険事業計画の整合的な策定等

地域医療構想の実現に向けて地域ごとの「地域医療構想調整会議」での具体的議論を促進
する。病床の役割分担を進めるためデータを国から提供し、個別の病院名や転換する病床数
等の具体的対応⽅針の速やかな策定に向けて、２年間程度で集中的な検討を促進する。これ
に向けて、介護施設や在宅医療等の提供体制の整備と整合的な慢性期機能の再編のための地
域における議論の進め⽅を速やかに検討する。このような⾃主的な取組による病床の機能分
化・連携が進まない場合には、都道府県知事がその役割を適切に発揮できるよう、権限の在
り⽅について、速やかに関係審議会等において検討を進める。また、地域医療介護総合確保
基⾦について、具体的な事業計画を策定した都道府県に対し、重点的に配分する。

地域医療構想における2025年（平成37年）の介護施設、在宅医療等の追加的必要量（30
万⼈程度）を踏まえ、都道府県、市町村が協議し整合的な整備⽬標・⾒込み量を⽴てる上で
の推計の考え⽅等を本年夏までに⽰す。

「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2017」（平成29年６⽉９⽇閣議決定）［抜粋］

14



3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 4⽉

・都道府県職員研修（前期）
・データブック配布及び説明会
・基⾦に関するヒアリング

・都道府県職員研修（中期）
・地域医療構想の取組状況の
把握

・都道府県職員研修（後期）
・病床機能報告の実施

（平成29年度については、第
７次医療計画に向けた検討を
開始）
●具体的な機能分化・連携に向
けた取組の整理について
・県全体の病床機能や５事業等
分野ごとの不⾜状況を明⽰

●病床機能報告や医療計画
データブック等を踏まえた役
割分担について確認

・不⾜する医療機能の確認
・各医療機関の役割の明確化
・各医療機関の病床機能報告
やデータブックの活⽤

●機能・事業等ごとの不⾜を
補うための具体策についての
議論

・地域で整備が必要な医療機
能を具体的に⽰す
・病床機能報告に向けて⽅向
性を確認

●次年度における基⾦の活⽤
等を視野に⼊れた議論

・次年度における基⾦の活⽤
等を視野に⼊れ、機能ごとに
具体的な医療機関名を挙げた
うえで、機能分化・連携若し
くは転換についての具体的な
決定

●次年度の構想の具体的な取
組について意⾒の整理

・地域において不⾜する医療
機能等に対応するため、具体
的な医療機関名や進捗評価の
ための指標、次年度の基⾦の
活⽤等を含むとりまとめを⾏
う

●病床機能の分化・連携に向けた好事例や調整困難事例について収集・整理（国において全国状況を整理）
●地域住⺠・市区町村・医療機関等に対する情報提供（議事録の公開、説明会等）

１回⽬ ２回⽬ ３回⽬ ４回⽬

：国から都道府県へ進捗確認

○ 次のような年間のスケジュールを毎年繰り返すことで、地域医療構想の達成を⽬指す。

地域医療構想調整会議の進め⽅のサイクル（イメージ）

国

都
道
府
県

調
整
会
議
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国が都道府県に対し確認する事項について①

１．調整会議の開催状況等（構想区域毎）
開催⽇、会議名称、参加者、議事・協議内容、決定事項（例：整備計画）

２．データ共有の状況等（構想区域毎）
(1) 病床機能報告における未報告医療機関への対応状況

(2) 病棟単位で⾮稼働である病棟に関する現状把握
(3) 区域全体の病床機能報告の病床機能ごとの病床数の経年変化と、病床の必要
量との⽐較

(4) 各医療機関の病床機能報告結果の変化（６年後に過剰な病床機能へ転換しよ
うとしている医療機関の把握を含む）

(5) 病床機能報告データやデータブック等を活⽤した、地域において各医療機関
が担っている役割に関する現状分析と共有

○ 都道府県の地域医療構想の達成に向けた取組状況や課題について共有し、地域医療構想調整会議に
おける議論を活性化することが重要。このため、次の事項について、各都道府県に対して、定期的に
確認することとしてはどうか。

特に、有効と考えられる分析⽅法等については、各都道府県に対し共有する。

第６回地域医療構想に関するＷＧ 資料2-1
（Ｈ29.６.22）
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３．具体的な機能分化・連携に向けた取組について（構想区域毎）
(1) 第７次医療計画における５疾病５事業及び在宅医療等の中⼼的な医療機関が担う
役割について
（第７次医療計画の策定に向けて新たに検討が必要な事項の例）
• ⼼筋梗塞等の⼼⾎管疾患の医療体制における慢性期（再発・増悪予防）の役割
• ⼩児医療体制における「⼩児地域⽀援病院」の役割
• 災害医療体制における「災害拠点精神科病院」の役割 等

(2) 平成29年３⽉末までに策定が完了している新公⽴病院改⾰プランと当該構想区域
における公⽴病院の担うべき役割について
（→齟齬がある場合には、必要に応じてプランの⾒直しが必要）

(3) 特定機能病院の地域における役割と病床機能報告内容の確認について

４．調整会議での協議が調わないとき等の対応について
平成29年度は、調整会議における議論の状況等について把握

５．地域住⺠・市区町村・医療機関等への普及啓発の状況（全県・構想区域毎）
調整会議の資料及び議事録の公表、住⺠説明会の開催等

第６回地域医療構想に関するＷＧ 資料2-1
（Ｈ29.６.22）

国が都道府県に対し確認する事項について②
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